
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格
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共同住宅兼店舗 店舗、マンション等が建
ち並ぶ駅前商業地域

飛田給130 m

特にない ２２ｍ市道 飛田給駅北方130 m

新型コロナウイルス感染症も終息の兆しが見られ、経済社会活動も正
常化しつつある。

店舗やマンション等が建ち並ぶ駅前商業地域であり、今後も現状を維
持するものと予測する。

個別的要因の変動は、特段認められない。

飛田給駅南口の整備や東京オリンピックに向けて進められた踏切道の拡幅工事及びスタジアム周辺の道路整備な
ども完了し、今後は駅前商業地として発展していくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

２試算価格を得た。比準価格は実際の取引事例から求められた価格で実証的である。収益価格は地域の標準的な利用方
法である店舗兼共同住宅を想定して求められた価格で、当該地域のような繁華性、利便性が比較的良好な商業地域では
十分尊重されるべき価格である。本評価においては比準価格を中心に収益価格を関連付け、標準地価格との検討も踏ま
え、鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、京王線の沿線沿いで調布市及び府中市駅周辺の商業地域である。需要者の中心は不動産業者、法人、個
人事業主等である。また、飛田給駅周辺の整備工事等が完了するなど以外大きな変動は特に見られないものの地価は上
昇傾向にある。さらに、商業地の取引事例は希少性が高く、繁華性の程度や容積率、画地規模等によっても価格水準が
大きく異なり、取引に当たっては、個々の事情が介在する可能性が高く、需要の価格帯把握は困難である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

調布(都) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 5

調布(都)　5 － 2 東京都 多摩第２ 不動産鑑定士  小川　樹恵子        

未来不動産コンサルタント株式会社

令和 4 6 23

令和 4 7 4

調布市飛田給一丁目２５番２３ 200

1：1.5 ＲＣ 3

東22 m

市道

水道、

ガス、

下水

近商
(80,200)
準防
高度(2種)
（その他）

(90,200)

40 20 75 75 店舗兼共同住宅地

10 15 150 長方形

近商
(90,200)
準防
高度(2種)

３階建程度の店舗兼共同住宅地 ない

465,000

310,000

／

／

令和 4 360,000

92,000,000 460,000

□ □■

339,000

調布 5 5

101.2

103.0 72.0

100.0
463,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

-10.0

-20.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
446,000

+3.1


